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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 78,833 △14.8 1,100 △58.1 1,156 △56.5 145 △86.6
21年3月期 92,541 △6.5 2,626 △23.7 2,656 △23.6 1,085 △35.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 8.18 ― 1.0 3.1 1.4
21年3月期 56.66 ― 7.4 6.5 2.8

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 37,105 14,029 36.5 781.25
21年3月期 38,389 14,357 37.4 790.04

（参考） 自己資本   22年3月期  13,529百万円 21年3月期  14,357百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 847 △993 △948 6,456
21年3月期 2,079 △411 △2,004 7,553

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 563 52.9 3.9
22年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 525 366.7 3.8
23年3月期 

（予想）
― 12.50 ― 12.50 25.00 80.7

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

40,000 2.2 500 37.9 500 20.9 100 ― 5.63

通期 83,000 5.3 1,500 36.3 1,500 29.7 550 278.7 30.97



























（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 32

会員権売却益 9 2

投資有価証券売却益 1 －

その他 0 0

特別利益合計 10 35

特別損失   

投資有価証券評価損 54 236

事務所移転費用 72 102

特別退職金 － 86

退職給付制度改定損 － 38

固定資産除却損 ※4  8 ※4  9

会員権評価損 29 11

貸倒引当金繰入額 216 －

リース解約損 30 －

その他 0 1

特別損失合計 412 486

税金等調整前当期純利益 2,254 705

法人税、住民税及び事業税 1,291 405

法人税等調整額 △122 105

法人税等合計 1,168 510

少数株主利益 － 49

当期純利益 1,085 145



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,687 4,687

当期末残高 4,687 4,687

資本剰余金   

前期末残高 4,760 4,760

当期末残高 4,760 4,760

利益剰余金   

前期末残高 7,834 6,396

当期変動額   

剰余金の配当 △563 △538

当期純利益 1,085 145

自己株式の消却 △1,959 △832

当期変動額合計 △1,437 △1,226

当期末残高 6,396 5,170

自己株式   

前期末残高 △2,299 △1,285

当期変動額   

自己株式の取得 △945 △541

自己株式の消却 1,959 832

当期変動額合計 1,013 291

当期末残高 △1,285 △994

株主資本合計   

前期末残高 14,982 14,558

当期変動額   

剰余金の配当 △563 △538

当期純利益 1,085 145

自己株式の取得 △945 △541

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △424 △934

当期末残高 14,558 13,624



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △65 △201

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △135 108

当期変動額合計 △135 108

当期末残高 △201 △92

為替換算調整勘定   

前期末残高 △1 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 △2

当期変動額合計 1 △2

当期末残高 0 △2

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △66 △200

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △133 106

当期変動額合計 △133 106

当期末残高 △200 △94

少数株主持分   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 499

当期変動額合計 － 499

当期末残高 － 499

純資産合計   

前期末残高 14,915 14,357

当期変動額   

剰余金の配当 △563 △538

当期純利益 1,085 145

自己株式の取得 △945 △541

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △133 605

当期変動額合計 △557 △328

当期末残高 14,357 14,029



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,254 705

減価償却費 340 461

のれん償却額 221 163

貸倒引当金の増減額（△は減少） 248 △222

退職給付引当金の増減額（△は減少） 286 10

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － 11

受取利息及び受取配当金 △40 △27

支払利息 17 35

支払手数料 22 11

固定資産除却損 8 9

会員権売却損益（△は益） △9 △1

会員権評価損 29 11

投資有価証券売却損益（△は益） △1 －

投資有価証券評価損益（△は益） 54 236

移転費用 72 102

売上債権の増減額（△は増加） 3,857 2,140

たな卸資産の増減額（△は増加） 291 1,136

未収入金の増減額（△は増加） △48 28

仕入債務の増減額（△は減少） △3,351 △1,762

未払金の増減額（△は減少） △20 △414

未払費用の増減額（△は減少） △36 △502

その他 △263 △127

小計 3,933 2,005

利息及び配当金の受取額 35 25

利息の支払額 △18 △34

手数料の支払額 △26 △7

法人税等の支払額 △1,845 △1,142

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,079 847

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △87 △238

有形固定資産の売却による収入 － 0

無形固定資産の取得による支出 △62 △109

無形固定資産の売却による収入 2 0

敷金及び保証金の差入による支出 △177 △398

敷金及び保証金の回収による収入 204 595

投資有価証券の取得による支出 △297 △122

投資有価証券の売却による収入 6 3

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出 － ※2  △862

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

－ ※2  183

その他 △0 △44

投資活動によるキャッシュ・フロー △411 △993



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 358 1,220

短期借入金の返済による支出 △812 △800

長期借入れによる収入 － 63

長期借入金の返済による支出 △19 △213

自己株式の取得による支出 △945 △541

配当金の支払額 △563 △538

少数株主への配当金の支払額 － △2

リース債務の返済による支出 △21 △136

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,004 △948

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △335 △1,097

現金及び現金同等物の期首残高 7,888 7,553

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  7,553 ※1  6,456



 該当事項はありません。  

   

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する

事項 

(1）連結子会社の数 社 

日本ビジネスコンピューター株式会社 

ＮＳＩＳＳ株式会社 

株式会社シーアイエス 

株式会社ソルネット 

ＪＢサービス株式会社 

株式会社ジェイビーシーシー・テクニカ

ル・サービス 

捷報（大連）信息技術有限公司 

株式会社イグアス 

ＪＢアドバンスト・テクノロジー株式会

社 

APTI HONG KONG LIMITED 

Ｃ＆Ｃビジネスサービス株式会社 

関西データサービス株式会社 

  

 捷報（大連）信息技術有限公司は、平成

20年11月11日に新たに設立し、当連結会計

年度より連結子会社となりました。 

 また、サプライバンク株式会社は平成20

年10月１日付で、当社の連結子会社である

株式会社イグアスに吸収合併されたため、

ジェイ・ビー・ディー・ケー株式会社は、

当連結会計年度において清算結了したた

め、それぞれ連結の範囲から除外しており

ます。 

 また、ＮＳＩＳＳ株式会社は平成21年４

月１日付でＪＢエンタープライズソリュー

ション株式会社へ社名変更いたしました。

 なお、非連結子会社はありません。 

12 (1）連結子会社の数 17社 

主要な連結子会社の名称 

日本ビジネスコンピューター株式会社 

ＪＢエンタープライズソリューション

株式会社 

ＪＢサービス株式会社 

株式会社イグアス 

  

 平成21年４月28日にゼネラル・ビジネ

ス・サービス株式会社の株式を取得し、当

連結会計年度より同社と同社の子会社であ

る株式会社アイセスを連結の範囲に含めて

おります。 

  また、平成21年７月１日に株式会社リー

ド・レックスの株式を取得し、当連結会計

年度より同社と来客思（上海）軟件有限公

司（平成21年11月に株式会社リード・レッ

クスから当社へ株式譲渡）を連結の範囲に

含めております。 

 さらに、ＪＢパートナーソリューション

株式会社を、平成22年２月に新たに設立

し、当連結会計年度より連結子会社としま

した。 

 なお、ＮＳＩＳＳ株式会社は平成21年４

月１日付でＪＢエンタープライズソリュー

ション株式会社へ社名変更いたしました。

    

   

    (2）非連結子会社の名称等 

Reed Rex（Thailand）Co.,Ltd. 

 連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純利益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。  

２ 持分法の適用に関す

る事項 

持分法を適用しない関連会社の名称 

アイマガジン株式会社 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、当期純利益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

３ 連結子会社の事業年

度等に関する事項 

 連結子会社のうち、捷報（大連）信息技術

有限公司の決算日は12月31日であります。連

結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

 また、その他の連結子会社の決算日と連結

決算日は一致しております。 

 連結子会社のうち、捷報（大連）信息技術

有限公司及び来客思（上海）軟件有限公司の

決算日は12月31日であります。連結財務諸表

の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

 また、その他の連結子会社の決算日と連結

決算日は一致しております。 

４ 会計処理基準に関す

る事項 

    

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時価

法 

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

 評価基準は原価法（収益性による簿価切

下げの方法）によっております。 

② たな卸資産 

 評価基準は原価法（収益性による簿価切

下げの方法）によっております。 

  商品、半製品、原材料 

……主として移動平均法 

商品、半製品、原材料 

……主として移動平均法 

  製品、仕掛品 

……総平均法（但し、ソフトウエア仕

掛品は個別法） 

製品、仕掛品 

……総平均法（但し、ソフトウエア仕

掛品は個別法） 

  貯蔵品 

……最終仕入原価法 

貯蔵品 

……最終仕入原価法 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成18年７月５日公表分 企業会計基準第９

号）を適用しております。これによる損益に

与える影響は軽微であります。 

  

(2）重要な減価償却資産

の減価償却方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

(ｉ)建物及び構築物 

 定率法を採用しております。耐用年

数は２年から47年であります。 

 なお、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

(ｉ)建物及び構築物 

同左 

  (ⅱ)工具、器具及び備品 

 定率法を採用しております。耐用年

数は２年から20年であります。 

(ⅱ)工具、器具及び備品 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

 なお、自社利用ソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間（５年

以内）に基づく定額法、市場販売目的ソフ

トウェアについては、見込有効期間（３年

以内）に基づく償却額と見込販売数量に基

づく償却額のいずれか大きい額により償却

しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が企業会計基準

第13号「リース取引に関する会計基準」の

適用初年度開始前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が企業会計基準

第13号「リース取引に関する会計基準」の

適用初年度開始前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

  （会計方針の変更） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、当連結

会計年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会 会計制度委員会）平成19年３月30日改

正））を適用しております。これによる損益

に与える影響は軽微であります。 

  

(3）重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務から年金

資産と未認識数理計算上の差異及び未認識

過去勤務債務を控除した額を計上しており

ます。 

 過去勤務債務は、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理する

こととしております。 

 数理計算上の差異は、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１～10年）による定額法により、

その発生連結会計年度または翌連結会計年

度から費用処理することとしております。

 当社及び連結子会社の一部は退職一時金

制度の他に、確定拠出年金制度を採用し、

連結子会社の一部は適格退職年金制度を採

用しております。また退職者に係る閉鎖型

適格退職年金制度が当社の契約として残っ

ております。確定拠出年金制度について

は、要拠出額をもって費用処理しておりま

す。 

② 退職給付引当金 

同左  

  ③ 役員退職慰労引当金 

────── 

③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えて、一部

の連結子会社は役員退職慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

(4）重要な収益及び費用

の計上基準 

────── 

  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準  

当連結会計年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる契約 

……工事進行基準（進捗率の見積もりは

原価比例法） 

その他の工事 

……工事完成基準  



  

  

  

  

  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

    

  

（会計方針の変更）  

 受注制作のソフトウェアに係る収益の計上

基準については、従来、工事完成基準を適用

しておりましたが、当連結会計年度より「工

事契約に関する会計基準」（企業会計基準第

15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用

し、当連結会計年度に着手した契約から、当

連結会計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる契約については工事進

行基準（進捗率の見積もりは原価比例法）

を、その他の契約については工事完成基準を

適用しております。 

  これにより、売上高は80百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益はそれぞれ14百万円増加しております。 

(5）その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法につ

いては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６ のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項 

 のれんの償却については、５年から10年間

の均等償却を行っております。 

 のれん及び負ののれんの償却については、

５年から10年間の均等償却を行っておりま

す。 

７ 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年

８月７日内閣府令第50号）が適用になることに伴い、前連

結会計年度において、「たな卸資産」として掲記されてい

たものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞ

れ2,676百万円、914百万円、1,326百万円であります。 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「還付加算

金」（当連結会計年度は１百万円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため、営業外収益の「雑収入」

に含めて表示することにしました。 

 また、前連結会計年度まで区分掲記しておりました「リ

ース解約損」（当連結会計年度は０百万円）は、営業外費

用の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の

「雑損失」に含めて表示することにしました。  



  

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

────── ※１ 損失が見込まれる契約に係る仕掛品は、これに対応

する損失引当金33百万円を相殺表示しております。

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。 ※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 百万円7 投資有価証券（株式） 百万円17

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 百万円74

土地  402

建物 百万円71

土地  402

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 百万円648 短期借入金 百万円648

※４ 取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しております。 

 これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高は次の通りであります。 

※４ 取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しております。 

 これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高は次の通りであります。 

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額 
百万円12,500

借入実行残高  1,088

借入未実行残高  11,412

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額 
百万円12,500

借入実行残高  1,538

借入未実行残高  10,962

５ 偶発債務 

 従業員の金融機関からの借入金に対して、１百万円

の債務保証を行っております。 

 また、役職員ストックオプション向け銀行ローンに

ついて、６百万円の債務保証を行っております。 

５ 偶発債務 

 従業員の金融機関からの借入金に対して、 百万円

の債務保証を行っております。 

  

0

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下

による簿価切下額 

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下

による簿価切下額 

売上原価 百万円81 売上原価 百万円△108

※２         ────── ※２ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

百万円 21

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

百万円 297

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

百万円 369

※４ 固定資産除却損の内容は以下の通りであります。 ※４ 固定資産除却損の内容は以下の通りであります。 

建物 百万円0

工具、器具及び備品  2

ソフトウェア  5

計 百万円8

建物 百万円5

工具、器具及び備品  3

その他  0

計 百万円9



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 減少数は、取締役会決議に基づく自己株式の消却であります。 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次の通りであります。 

 減少数は、取締役会決議に基づく自己株式の消却であります。 

  

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 減少数は、取締役会決議に基づく自己株式の消却であります。 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次の通りであります。 

 減少数は、取締役会決議に基づく自己株式の消却であります。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株）  21,711,543  ─  2,000,000  19,711,543

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株）  2,224,205  1,313,694  2,000,000  1,537,899

取締役会決議に基づく市場買付による増加 株1,313,200

単元未満株式の買取りによる増加 株494

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年４月30日

取締役会 
普通株式  272  14.00 平成20年３月31日 平成20年６月18日

平成20年10月30日 

取締役会 
普通株式  290  15.00 平成20年９月30日 平成20年12月１日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年５月15日

取締役会 
普通株式 利益剰余金  272  15.00 平成21年３月31日 平成21年６月18日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株）  19,711,543 ─  1,000,000  18,711,543

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株）  1,537,899  855,647  1,000,000  1,393,546

取締役会決議に基づく市場買付による増加 株855,500

単元未満株式の買取りによる増加 株147



  

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年５月15日

取締役会 
普通株式  272  15.00 平成21年３月31日 平成21年６月18日

平成21年10月30日 

取締役会 
普通株式  265  15.00 平成21年９月30日 平成21年12月１日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年４月30日

取締役会 
普通株式 利益剰余金  259  15.00 平成22年３月31日 平成22年６月18日



  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

 「現金及び現金同等物」の期末残高と連結貸借対照

表に記載されている「現金及び預金」勘定は一致して

おります。 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

同左 

※２         ───── ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳  

(1）株式の取得により新たにゼネラル・ビジネス・サー

ビス株式会社及び同社の子会社である株式会社アイ

セスを連結したことに伴う、連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに株式の取得価額と取得による収入

（純額）との関係は、次のとおりであります。 

  

(2）株式の取得により新たに株式会社リードレックス及

び来客思（上海）軟件有限公司（平成21年11月に株

式会社リード・レックスから当社へ株式譲渡）を連

結したことに伴う、連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに株式の取得価額と取得のための支出（純

額）との関係は、次のとおりであります。  

  

流動資産 百万円979

固定資産  〃 488

のれん  〃 △105

流動負債  〃 △403

固定負債  〃 △206

少数株主持分  〃 △433

株式の取得価額  〃 317

投資有価証券より振替  〃 △97

現金及び現金同等物  〃 △404

差引：株式取得による収入  〃 183

流動資産 百万円625

固定資産  〃 242

のれん  〃 962

流動負債  〃 △445

固定負債  〃 △306

少数株主持分  〃 △22

株式の取得価額  〃 1,055

現金及び現金同等物  〃 △193

差引：株式取得のための支出  〃 862



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）  

 当社及び連結子会社は、コンピューターの販売及びそれに付帯するサービスの提供を行っており当該事業

の売上高及び営業利益はいずれも全事業の合計の90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を

省略しております。  

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）  

 当社及び連結子会社は、コンピューターの販売及びそれに付帯するサービスの提供を行っており当該事業

の売上高及び営業利益はいずれも全事業の合計の90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を

省略しております。  

   

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産に占める本邦の売上高の割合は、いずれも90％を超

えているため、所在地別セグメント情報の記載は省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産に占める本邦の売上高の割合は、いずれも90％を超

えているため、所在地別セグメント情報の記載は省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



  

  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳は、次の通りであります。 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳は、次の通りであります。 

繰延税金資産 

退職給付引当金 百万円2,343

未払費用  836

たな卸資産  351

貸倒引当金  147

減価償却費  107

未払事業税  64

連結会社間取引によるたな卸資

産・固定資産の内部未実現利益 
 54

子会社土地評価差額  48

投資有価証券  42

その他有価証券評価差額金  81

その他  128

繰延税金資産小計  4,206

評価性引当額  △144

繰延税金資産合計 百万円4,062

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 百万円△39

繰延税金負債合計  △39

繰延税金資産の純額 百万円4,022

繰延税金資産 

退職給付引当金 百万円2,382

未払費用  708

たな卸資産  185

貸倒引当金  85

減価償却費  92

連結会社間取引によるたな卸資

産・固定資産の内部未実現利益 
 25

子会社土地評価差額  94

投資有価証券  67

その他有価証券評価差額金  69

その他  624

繰延税金資産小計  4,336

評価性引当額   △306

繰延税金資産合計 百万円4,030

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 百万円△39

繰延税金負債合計  △39

繰延税金資産の純額 百万円3,990

 繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以下の項目に

含まれております。 

 繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以下の項目に

含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 百万円1,410

固定資産－繰延税金資産  2,631

固定負債－繰延税金負債  19

流動資産－繰延税金資産 百万円1,202

固定資産－繰延税金資産  2,788

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別内訳は、次の通

りであります。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別内訳は、次の通

りであります。 

法定実効税率 ％40.7

（調整） 

住民税均等割  4.1

税額控除  △0.3

交際費等永久に損金に算入されない項目  4.5

のれん償却額  3.9

評価性引当額減少額  △0.6

その他  △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％51.9   

法定実効税率 ％40.7

（調整） 

住民税均等割  12.2

交際費等永久に損金に算入されない項目  9.0

のれん償却額  9.4

評価性引当額増加額  1.5

その他  △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％72.4



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社６社は、退職一時金制度の他に、確定拠出年金制度を採用しております。 

 連結子会社１社は、適格退職年金制度を採用しております。 

 連結子会社１社は、退職一時金制度を採用しております。 

 連結子会社１社は、確定拠出年金制度を採用しております。 

 なお、当社及び連結子会社６社は早期退職優遇制度に基づく加算退職金を支払う場合があります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

（注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は確定拠出年金制度への拠出額を除き、す

べて(1）勤務費用に計上しております。 

   ２．「加算退職金」は、早期退職優遇制度に基づく加算退職金であります。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

（退職給付関係）

(1）退職給付債務 百万円△7,729

(2）年金資産  935

(3）未積立退職給付債務  △6,794

(4）未認識数理計算上の差異  1,238

(5）未認識過去勤務債務  △102

(6）連結貸借対照表計上額純額  △5,658

(7）前払年金費用  △62

(8）退職給付引当金（注）  △5,721

(1）勤務費用 百万円418

(2）利息費用  140

(3）期待運用収益  △26

(4）数理計算上の差異の費用処理額  342

(5）過去勤務費用の費用処理額  △20

(6）加算退職金  16

(7）確定拠出年金への拠出金  295

退職給付費用  1,166

(1）割引率 ％2.0

(2）期待運用収益率 ％2.0

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4）過去勤務債務の額の処理年数 10年

(5）数理計算上の差異の処理年数 １～10年



当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社７社は、退職一時金制度の他に、確定拠出年金制度を採用しております。 

 連結子会社２社は、適格退職年金制度を採用しております。 

 連結子会社１社は、退職一時金制度を採用しております。 

 連結子会社１社は、確定拠出年金制度を採用しております。 

 連結子会社１社は、中小企業退職金共済制度を採用しております。  

 なお、当社及び連結子会社７社は早期退職優遇制度に基づく加算退職金を支払う場合があります。 

 また、一部の連結子会社は、平成22年４月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し

ました。  

  

２ 退職給付債務に関する事項 

（注）１．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

   ２．退職一時金制度から確定拠出年金制度への一部移行に伴う影響額は次のとおりであります。 

また、確定拠出年金制度への資産移換額は287百万円であり、４年間で移換する予定でありま

す。なお、当連結会計年度末時点の未移換額287百万円は、未払金、長期未払金（固定負債の

「その他」）に計上しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は確定拠出年金制度への拠出額を除き、す

べて(1）勤務費用に計上しております。 

   ２．加算退職金は、早期退職優遇制度に基づく加算退職金であります。 

   ３．大量退職に伴う特別退職金、および確定拠出年金制度への移行に伴う損失を、それぞれ、

「特別退職金」「退職給付制度改定損」として特別損失に計上しております。 

   

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

(1）退職給付債務 百万円△7,511

(2）年金資産  903

(3）未積立退職給付債務  △6,607

(4）未認識数理計算上の差異  891

(5）未認識過去勤務債務  △82

(6）連結貸借対照表計上額純額  △5,799

(7）前払年金費用  △60

(8）退職給付引当金（注）  △5,859

退職給付債務の減少 248百万円

退職給付引当金の減少 248 〃 

(1）勤務費用 百万円441

(2）利息費用  138

(3）期待運用収益  △18

(4）数理計算上の差異の費用処理額  417

(5）過去勤務費用の費用処理額  △20

(6）加算退職金  67

(7）確定拠出年金への拠出金  283

(8）中小企業退職金共済制度への拠出金  5

(9）大量退職に伴う特別退職金  86

(10）確定拠出年金制度への移行に伴う損失  38

退職給付費用  1,439

(1）割引率 2.0％

(2）期待運用収益率 2.0％

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4）過去勤務債務の額の処理年数  10年

(5）数理計算上の差異の処理年数  １～10年



（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円04銭 790 円25銭 781

１株当たり当期純利益 円 銭 56 66 8円18銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
 ─ ― 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益（百万円）  1,085 145 

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ─  ─

普通株式に係る当期純利益（百万円）  1,085 145 

普通株式の期中平均株式数（株）  19,153,460  17,760,310

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

当期純利益調整額（百万円）  ─  ─

普通株式増加数（株）  ─  ─

（内、新株予約権（株）） ( )─ ( )─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

自己株式取得方式によるスト

ック・オプション 

（株式の数 株） 233,400

自己株式取得方式によるスト

ック・オプション 

（株式の数 株） 230,000



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．自己株式の取得 

 当社は、平成21年５月15日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議し、下記のとおり実施いたしました。 

(1）自己株式の取得を行う理由 

 資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能にするた

め、自己株式の取得を行うものであります。 

  

(2）取得に係る事項の内容 

  

２．自己株式の消却 

 当社は、発行済株式総数の減少を通じ株主利益の向上を図るため、平成21年５月15日開催の取締役会にお

いて、会社法第178条の規定に基づき自己株式を消却することを決議し、実施いたしました。 

  

３．当社は、平成21年４月28日開催の取締役会において、ゼネラル・ビジネス・サービス株式会社（以下、

「ＧＢＳ」という）の株式を取得し、子会社化することを決議いたしました。 

(1）株式取得の目的 

 ＧＢＳは平成５年の創業以来、ＩＴソリューション・サービスの販売・導入、ＩＴ技術者を中心とした

人材派遣・紹介、人材開発研修等の事業を展開してまいりました。昨今は特に、Google  Apps、

Salesforce.com をベースとしたクラウド・コンピューティングの導入・構築支援サービス、統合フレー

ムワークであるintra-mart を活用したエンタープライズ・Web アプリケーション開発に注力しておりま

す。 

 当社は、平成14年12月にＧＢＳの株式を取得して以来、同社との協業を進めてまいりました。同社との

間により一層強固な資本関係を構築し、当グループとＧＢＳとの連携を一段と強化することにより、幅広

く質の高いソリューション・サービスをお客様にご提供し、お客様満足度の向上とビジネスの拡大を図っ

ていくことが、今回の株式取得の目的であります。 

  

(2）子会社化する会社の概要 

  

（重要な後発事象）

取得対象株式の種類： 普通株式 

取得しうる株式の総数： 300,000株（上限） 

株式の取得価額の総額： 210百万円（上限） 

取得期間： 平成21年５月18日から平成21年７月23日まで 

消却する株式の種類 普通株式 

消却する株式の数 1,000,000株 

消却実施日 平成21年５月26日 

消却後の発行済株式総数 18,711,543株 

名称： ゼネラル・ビジネス・サービス株式会社 

主な事業： ・ハードウェア、ソフトウェアおよびサービスの販売・導入 

・ＩＴ技術者を中心とした人材派遣・紹介 

・マーケティング・サービスの提供 

・人材開発研修 

社員数： 73名（平成20年12月末現在） 

資本金の額： 51百万円（平成20年12月末現在） 

総資産の額： 1,077百万円（平成20年12月末現在） 

純資産の額： 563百万円（平成20年12月末現在） 

売上高： 2,888百万円（平成20年12月期） 



(3）株式取得の時期 

平成21年４月28日 

  

(4）取得する株式の数及び取得前後の持分比率 

異動前の所有株式数 ：  7,200株 （所有割合 18.9％） 

取得株式数     ： 14,900株 

異動後の所有株式数 ： 22,100株 （所有割合 51.2％） 

（注）取得株式数には、ＧＢＳの第三者割当増資引受による取得株式数5,000株を含んでおります。 

  

４．当社は、平成21年５月15日開催の取締役会において、株式会社リード・レックス（以下、「リード・レッ

クス」という）の株式を取得し、子会社化することを決議いたしました。 

(1）株式取得の目的 

 リード・レックスは昭和49年に設立し、現在、製造業を中心とする事業会社に生産管理システムの販売

導入を展開しています。自社開発パッケージであるR-PiCS（アールピックス）は、製造業を中心に500社

を超える導入実績を有しています。 

 当社は、これまで長きに亘り同社との取引関係にありますが、同社との間により一層強固な資本関係を

構築し、当グループとリード・レックスとの連携を一段と強化することにより、質の高いソリューショ

ン・サービスをお客様にご提供し、ビジネスの拡大を図っていくことが、今回の株式取得の目的でありま

す。 

  

(2）子会社化する会社の概要 

  

(3）株式取得の時期 

平成21年７月１日 

  

(4）取得する株式の数、取得前後の持分比率 

異動前の所有株式数 ：     －株 

取得株式数     ： 2,228,000株 

異動後の所有株式数 ： 2,228,000株（所有割合 80％） 

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

（開示の省略）  

 リース取引、関連当事者との取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、ストックオプション等、企業結合等、

賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省

略しております。 

名称： 株式会社リード・レックス 

主な事業： 生産管理システムの販売・導入 

従業員数： 106名（平成20年12月末現在） 

資本金の額： 207百万円（平成20年12月末現在） 

総資産の額： 1,194百万円（平成20年12月末現在） 

純資産の額： 318百万円（平成20年12月末現在） 

売上高： 1,346百万円（平成20年12月期） 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,584 3,814

前払費用 175 177

関係会社短期貸付金 － 420

繰延税金資産 23 5

未収入金 458 500

未収還付法人税等 100 156

その他 13 14

流動資産合計 5,355 5,088

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,264 1,320

減価償却累計額 △717 △773

建物（純額） 546 547

構築物 4 4

減価償却累計額 △1 △2

構築物（純額） 3 2

機械及び装置 5 5

減価償却累計額 △5 △5

機械及び装置（純額） 0 0

工具、器具及び備品 361 427

減価償却累計額 △259 △287

工具、器具及び備品（純額） 101 140

土地 237 237

リース資産 191 461

減価償却累計額 △20 △110

リース資産（純額） 170 350

建設仮勘定 2 0

有形固定資産合計 1,062 1,278

無形固定資産   

のれん 0 －

ソフトウエア 270 316

リース資産 32 92

電話加入権 69 83

その他 3 11

無形固定資産合計 375 504



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 870 713

関係会社株式 9,637 11,058

長期貸付金 8 7

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 0 0

長期未収入金 19 19

繰延税金資産 2,726 2,774

敷金及び保証金 1,059 1,183

会員権 29 29

その他 1 1

貸倒引当金 △19 △19

投資その他の資産合計 14,335 15,769

固定資産合計 15,773 17,552

資産合計 21,128 22,640

負債の部   

流動負債   

支払手形 8 12

短期借入金 350 800

リース債務 62 146

未払金 177 316

未払費用 31 22

未払法人税等 66 13

未払消費税等 5 －

預り金 7,649 8,368

その他 0 3

流動負債合計 8,351 9,682

固定負債   

リース債務 145 308

長期未払金 24 2

退職給付引当金 547 698

固定負債合計 717 1,008

負債合計 9,069 10,691



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,687 4,687

資本剰余金   

資本準備金 4,760 4,760

資本剰余金合計 4,760 4,760

利益剰余金   

利益準備金 208 208

その他利益剰余金   

研究開発積立金 180 180

固定資産圧縮積立金 56 56

繰越利益剰余金 3,576 3,164

利益剰余金合計 4,021 3,609

自己株式 △1,285 △994

株主資本合計 12,183 12,063

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △124 △113

評価・換算差額等合計 △124 △113

純資産合計 12,059 11,949

負債純資産合計 21,128 22,640



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業収益   

関係会社受取配当金 1,211 967

経営指導料 1,112 1,037

その他の営業収益 120 92

営業収益合計 2,444 2,098

営業費用   

給料 273 267

賞与 24 21

退職給付費用 156 152

福利厚生費 22 22

賃借料 1,808 1,406

支払手数料 138 79

減価償却費 245 366

関係会社負担分 △2,771 △2,250

その他 889 925

営業費用合計 787 992

営業利益 1,656 1,105

営業外収益   

受取利息 17 3

受取配当金 21 18

受取事務手数料 8 8

還付加算金 0 －

雑収入 1 1

営業外収益合計 49 32

営業外費用   

支払利息 29 42

支払手数料 22 11

自己株式取得費用 11 8

雑損失 2 0

営業外費用合計 66 62

経常利益 1,640 1,075

特別利益   

会員権売却益 9 2

投資有価証券売却益 1 －

特別利益合計 10 2



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別損失   

投資有価証券評価損 53 79

固定資産除却損 5 17

リース解約損 30 －

会員権評価損 26 －

その他 6 0

特別損失合計 123 98

税引前当期純利益 1,527 980

法人税、住民税及び事業税 211 58

法人税等調整額 △70 △37

法人税等合計 140 20

当期純利益 1,386 959



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,687 4,687

当期末残高 4,687 4,687

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 4,760 4,760

当期末残高 4,760 4,760

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 208 208

当期末残高 208 208

その他利益剰余金   

研究開発積立金   

前期末残高 180 180

当期末残高 180 180

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 56 56

当期末残高 56 56

繰越利益剰余金   

前期末残高 4,713 3,576

当期変動額   

剰余金の配当 △563 △538

当期純利益 1,386 959

自己株式の消却 △1,959 △832

当期変動額合計 △1,136 △411

当期末残高 3,576 3,164

利益剰余金合計   

前期末残高 5,158 4,021

当期変動額   

剰余金の配当 △563 △538

当期純利益 1,386 959

自己株式の消却 △1,959 △832

当期変動額合計 △1,136 △411

当期末残高 4,021 3,609

自己株式   

前期末残高 △2,299 △1,285

当期変動額   

自己株式の取得 △945 △541

自己株式の消却 1,959 832

当期変動額合計 1,013 291

当期末残高 △1,285 △994



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 12,306 12,183

当期変動額   

剰余金の配当 △563 △538

当期純利益 1,386 959

自己株式の取得 △945 △541

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △123 △120

当期末残高 12,183 12,063

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △42 △124

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △81 10

当期変動額合計 △81 10

当期末残高 △124 △113

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △42 △124

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △81 10

当期変動額合計 △81 10

当期末残高 △124 △113

純資産合計   

前期末残高 12,264 12,059

当期変動額   

剰余金の配当 △563 △538

当期純利益 1,386 959

自己株式の取得 △945 △541

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △81 10

当期変動額合計 △204 △109

当期末残高 12,059 11,949



 該当事項はありません。  

   

  

（生産、受注及び販売の状況）  

  事業の種類別セグメントを記載していないため、当連結会計年度における事業部門別の生産、受注及び販売の状況を

示すと次のとおりであります。 

   

(1）生産実績 

（注）１ 金額は製造原価によって表示しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注実績 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

継続企業の前提に関する注記

６．その他

事業部門の名称 生産高（百万円） 前期比（％） 

情報ソリューション  28,506  △2.5

システム・ディストリビューション    －      － 

ＩＴサプライ     －     － 

製品開発製造  3,235  △36.5

合計  31,742  △7.6

事業部門の名称 受注高（百万円） 前期比（％） 
受注残高 

（百万円） 
前期比（％） 

情報ソリューション 37,942 △24.0  5,154 4.7

システム・ディストリビューション 8,130 △39.8  181 △30.5

ＩＴサプライ 9,997 △11.9  67 22.5

製品開発製造 3,622 △15.6  382 48.2

合計 59,693 △24.5  5,786 5.2

事業部門の名称 販売高（百万円） 前期比（％） 

情報ソリューション  55,696  △10.6

システム・ディストリビューション   9,533  △32.2

ＩＴサプライ  9,985  △12.2

製品開発製造  3,617  △24.9

合計  78,833  △14.8


